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１．2022年12月期第１四半期の連結業績（2022年１月１日～2022年３月31日）
（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

　

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年12月期第１四半期 1,181 ― 146 8.0 176 9.7 172 20.5

2021年12月期第１四半期 1,146 △43.7 135 ― 160 ― 143 ―

(注)包括利益 2022年12月期第１四半期 123 百万円 ( △20.9％) 2021年12月期第１四半期 156 百万円 ( ―％)

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2022年12月期第１四半期 1.92 ―

2021年12月期第１四半期 1.57 ―

(注)「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を当第１四半期連結会計期間の期首か
ら適用しているため、2022年12月期第１四半期の売上高に対する対前年同四半期増減率は記載しておりません。

（２）連結財政状態
　

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2022年12月期第１四半期 10,333 7,469 71.9

2021年12月期 9,905 7,527 75.7

(参考) 自己資本 2022年12月期第１四半期 7,429 百万円 2021年12月期 7,496 百万円

２．配当の状況
　

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2021年12月期 ― 0.00 ― 1.00 1.00

2022年12月期 ―

2022年12月期(予想) 1.00 ― 1.00 2.00

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

３．2022年12月期の連結業績予想（2022年１月１日～2022年12月31日）
(％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 7,000 ― 500 66.7 450 26.7 400 7.0 4.44

(注)１．直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無

２．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を当第１四半期連結会計期間の期

首から適用するため、上記の業績予想の売上高は当該会計基準等を適用した後の数値となっており、対前期増

減率は記載しておりません。

　



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 ： 無

　 (連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動)

　 新規 ―社 、除外 ―社

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2022年12月期１Ｑ 91,127,000株 2021年12月期 91,127,000株

② 期末自己株式数 2022年12月期１Ｑ 1,242,800株 2021年12月期 761,600株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2022年12月期１Ｑ 90,150,840株 2021年12月期１Ｑ 91,127,000株

　

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

　

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等

は様々な要因により大きく異なる可能性があります。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）等を

当第１四半期連結会計期間の期首から適用しております。そのため、当第１四半期連結累計期間における経営成績に

関する説明は、売上高については前第１四半期連結累計期間と比較しての増減額及び前年同期比（％）を記載せずに

説明しております。

　当第１四半期連結累計期間においては、新型コロナウイルス感染症の収束への期待となる政府による各種政策や国

内でのワクチン接種が進むものの変異株による急速な感染再拡大により、まん延防止重点措置が実施され、経済の持

ち直しの動きは弱い状況にあります。また、世界経済においてはウクライナ情勢による地政学的リスクの上昇、資源

価格の高騰など、先行きについては依然として不透明な状態が続いております。

　このような状況の下、当社グループは前事業年度より注力しているストック型ビジネスへの転換による安定的な収

益の確保を進める一方で、さらなるDX（デジタルトランスフォーメーション）の強化に向けた戦略的IT投資を進めて

まいりました。また、当社グループが開発を進めている省エネルギー性能に特化した投資用アパート「CRASTINE +e」

においては、国土交通省が定めた評価基準「建築物省エネルギー性能表示制度「BELS」」の最高評価である５つ星を

取得する等、持続可能な社会の実現に向けてCO2の排出抑制などの環境に配慮した取り組みを進めてまいりました。

　これらの結果、当第１四半期連結累計期間における業績は、売上高11億81百万円、営業利益１億46百万円（前年同

期比8.0％増）、経常利益１億76百万円（前年同期比9.7％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益１億72百万円

（前年同期比20.5％増）となりました。

　セグメント別の業績は次のとおりであります。

　なお、当第１四半期連結会計期間より、従来「不動産コンサルティング事業」としていた報告セグメントの名称を

「income club事業」に変更しております。当該変更は報告セグメントの名称変更のみでありセグメント情報に与える

影響はありません。

① AI・IoT事業

　AI・IoT事業につきましては、不動産経営の自動化を目指す賃貸住宅のIoTプラットフォーム「Residence kit」の

継続的な開発・運用及びサービス提供やこれまで自社にて蓄積されたリアル×テクノロジーの知見をDX領域へ展開す

るとともに不動産業界のみにかかわらず、他業界に対するDXコンサルティングサービスを提供しております。

　この結果、当第１四半期連結累計期間における売上高は99百万円、営業利益は56百万円（前年同期比107.1％増）

となりました。

② PMプラットフォーム事業

　PMプラットフォーム事業につきましては、AI・IoTなどのコアテクノロジーを活用した賃貸管理RPAシステム

「Residence kit for PM」の導入により業務効率化されたPM業務を実施し、安定したストック収入の確保に努めてま

いりました。

　また、賃貸住宅のIoTプラットフォーム「Residence kit」の広告開始による知名度の向上により、賃貸住宅におけ

るIoT化の提案からの管理受託による管理戸数増加、家賃保証等のインシュアランスサービスの提供及びメンテナン

ス領域への事業領域拡大等による持続的な収益基盤の拡大に注力いたしました。

　この結果、当第１四半期連結累計期間における売上高は７億10百万円、営業利益は３億60百万円（前年同期比6.9

％増）となりました。

③ income club事業

　income club事業につきましては、新型コロナウイルス感染症による宿泊需要の継続的な落ち込みの影響を受け、

スマートホテルに関しては依然として低い稼働率となっているものの、一方で、不動産投資マーケットプレイス

「income club」において、投資用不動産を閲覧、検討、購入ができるサービスの提供を開始するなど今後の収益基

盤の安定化に向けた取り組みに注力いたしました。

　この結果、当第１四半期連結累計期間における売上高は３億71百万円、営業利益は25百万円（前年同期は16百万円

の営業損失）となりました。
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（２）財政状態に関する説明

（資産）

当第１四半期連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末に比べて４億27百万円増加し、103億33百万円

となりました。これは主に、仕掛販売用不動産が２億12百万円増加した一方で、現金及び預金が１億36百万円減少し

たことによるものであります。

（負債）

当第１四半期連結会計期間末における負債合計は、前連結会計年度末に比べて４億85百万円増加し、28億63百万円

となりました。これは主に、短期借入金が２億16百万円、買掛金が１億33百万円増加したことによるものでありま

す。

（純資産）

当第１四半期連結会計期間末における純資産合計は、前連結会計年度末に比べて57百万円減少し、74億69百万円と

なりました。これは主に、親会社株主に帰属する四半期純利益１億72百万円を計上した一方で、自己株式99百万円を

取得したことによるものであります。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

　通期の連結業績予想につきましては、2022年２月14日に発表しました連結業績予想から修正は行っておりません。

　今後、新型コロナウイルス感染症の流行状況等によって、通期連結業績予想の修正が必要となった場合には、速や

かに開示いたします。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(2021年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2022年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,648,242 4,511,930

売掛金 461,314 538,748

商品及び製品 20,497 20,161

販売用不動産 2,714,259 2,746,488

仕掛販売用不動産 59,351 272,041

貯蔵品 4,602 4,329

その他 249,149 270,235

貸倒引当金 △141,453 △167,082

流動資産合計 8,015,963 8,196,854

固定資産

有形固定資産 270,394 510,467

無形固定資産

のれん 260,107 256,042

その他 32,778 33,340

無形固定資産合計 292,885 289,383

投資その他の資産

投資有価証券 1,022,503 1,013,054

繰延税金資産 68,517 94,584

その他 235,200 228,979

投資その他の資産合計 1,326,220 1,336,619

固定資産合計 1,889,500 2,136,470

資産合計 9,905,464 10,333,324
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2021年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2022年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 80,435 214,410

短期借入金 ― 216,200

1年内返済予定の長期借入金 48,709 46,351

未払法人税等 34,313 6,603

預り金 890,394 971,648

賞与引当金 36,620 91,550

資産除去債務 27,797 27,799

債務保証損失引当金 556,638 534,065

その他 335,947 364,704

流動負債合計 2,010,855 2,473,334

固定負債

長期借入金 318,360 308,029

資産除去債務 17,985 52,218

その他 31,011 29,989

固定負債合計 367,357 390,236

負債合計 2,378,212 2,863,571

純資産の部

株主資本

資本金 10,000 10,000

資本剰余金 7,460,469 7,460,469

利益剰余金 149,478 232,056

自己株式 △199,990 △299,986

株主資本合計 7,419,958 7,402,540

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 76,163 26,869

その他の包括利益累計額合計 76,163 26,869

新株予約権 31,129 40,343

純資産合計 7,527,251 7,469,753

負債純資産合計 9,905,464 10,333,324
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2021年１月１日
　至 2021年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2022年１月１日
　至 2022年３月31日)

売上高 1,146,059 1,181,081

売上原価 526,290 404,533

売上総利益 619,769 776,548

販売費及び一般管理費 483,804 629,751

営業利益 135,964 146,796

営業外収益

受取利息 252 234

受取配当金 － 68

投資事業組合運用益 19,417 15,412

保険解約益 － 14,733

その他 7,243 2,091

営業外収益合計 26,912 32,540

営業外費用

支払利息 81 1,046

支払保証料 － 1,033

投資事業組合運用損 1,012 －

支払手数料 － 600

その他 898 139

営業外費用合計 1,993 2,819

経常利益 160,883 176,518

特別損失

投資有価証券評価損 5,110 －

特別損失合計 5,110 －

税金等調整前四半期純利益 155,773 176,518

法人税等 12,291 3,575

四半期純利益 143,481 172,942

親会社株主に帰属する四半期純利益 143,481 172,942
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四半期連結包括利益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2021年１月１日
　至 2021年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2022年１月１日
　至 2022年３月31日)

四半期純利益 143,481 172,942

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 15,192 △49,293

為替換算調整勘定 △2,286 ―

その他の包括利益合計 12,906 △49,293

四半期包括利益 156,388 123,649

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 156,388 123,649
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　 該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

2022年２月14日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法第156

条の規定に基づき、自己株式を取得することを決議し、自己株式の取得を行いました。

この自己株式の取得により、自己株式が99,995千円増加しております。

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）

等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当

該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。これにより、顧客

への財又はサービスの提供における当社の役割が代理人に該当する取引について、従来顧客から受け取る対価の

総額を収益として認識しておりましたが、顧客から受け取る額から仕入先に支払う額を控除した純額で収益を認

識する方法に変更しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おり、当第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当第１

四半期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただ

し、収益認識会計基準第86項に定める方法を適用し、当第１四半期連結会計期間の期首より前までに従前の取扱

いに従ってほとんどすべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。

この結果、当第１四半期連結累計期間の売上高及び売上原価は288,855千円減少しましたが、営業利益、経常利

益及び税金等調整前四半期純利益への影響はありません。また、利益剰余金の当期首残高に与える影響はありま

せん。

なお、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準12号 2020年３月31日）第28-15項に定める経過的

な取扱いに従って、前第１四半期連結累計期間に係る顧客との契約から生じる収益を分解した情報を記載してお

りません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計

基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準

等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、当該会計方針の変更による

四半期連結財務諸表に与える影響はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 2021年１月１日 至 2021年３月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連
結損益計
算書計上
額(注)３

AI・IoT
事業

PMプラット
フォーム事

業

income club
事業

計

売上高

外部顧客への
売上高

76,985 843,987 225,086 1,146,059 ― 1,146,059 ― 1,146,059

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

1,010 ― ― 1,010 ― 1,010 △1,010 ―

計 77,996 843,987 225,086 1,147,070 ― 1,147,070 △1,010 1,146,059

セグメント利益
又は損失（△）

27,278 337,107 △16,844 347,541 △6,705 340,836 △204,872 135,964

(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであります。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額は、主に各報告セグメントに配分していない全社費用であり

ます。

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 2022年１月１日 至 2022年３月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

(単位：千円)

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連
結損益計
算書計上
額(注)３

AI・IoT
事業

PMプラット
フォーム事

業

income club
事業

計

売上高

一時点で移転される
財又はサービス

38,874 ― 350,781 389,656 ― 389,656 ― 389,656

一定の期間にわたり
移転される財又はサ
ービス

60,249 589,279 ― 649,529 ― 649,529 ― 649,529

顧客との契約から生
じる収益

99,124 589,279 350,781 1,039,186 ― 1,039,186 ― 1,039,186

その他の収益 ― 121,387 20,507 141,895 ― 141,895 ― 141,895

外部顧客への
売上高

99,124 710,667 371,289 1,181,081 ― 1,181,081 ― 1,181,081

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

577 ― ― 577 ― 577 △577 ―

計 99,702 710,667 371,289 1,181,659 ― 1,181,659 △577 1,181,081

セグメント利益
又は損失（△）

56,503 360,275 25,755 442,534 △746 441,787 △294,991 146,796

(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであります。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額は、主に各報告セグメントに配分していない全社費用であり

ます。

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントの変更等に関する事項

　（報告セグメントの名称変更）

当第１四半期連結会計期間より、従来「不動産コンサルティング事業」としていた報告セグメントの名称

を「income club事業」に変更しております。当該変更は報告セグメントの名称変更のみでありセグメント情

報に与える影響はありません。

なお、前第１四半期連結累計期間のセグメント情報についても、変更後の名称で記載しております。

　（収益認識に関する会計基準等の適用）

会計方針の変更に記載のとおり、当第１四半期連結会計期間の期首から収益認識会計基準等を適用し、収

益認識に関する会計処理方法を変更したため、事業セグメントの利益又は損失の算定方法を同様に変更して

おります。

当該変更により、従来の方法に比べて、当第１四半期連結累計期間の「PMプラットフォーム事業」の売上

高は288,263千円減少しておりますが、セグメント利益に与える影響はありません。また、「income club事

業」の売上高は592千円減少しておりますが、セグメント利益に与える影響はありません。

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。

　


